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おわりに
はじめに
日本国憲法については改正の論議が高まっている。焦点は第九条（戦争の放棄、戦力の
不保持、交戦権の否認）であるが、その他に新しい人権を盛り込むことなどが提起されて
いる。
1947年（昭和22年）に施行されてからやがて60年になろうとする間、1950年（昭和25年）
より現在に至るまで、改正の議論は続いてきた。
しかし、その一方、憲法は分かりにくいという人々が多い。学校教育においては、中学、
高校で教えてきたのであるが、憲法は分かりにくいという人々が多いのである。
本稿では憲法が分かりにくいといわれている原因を探り、日本における国の仕組みを図
示して、日本国憲法の予定していることがらを正しく理解できるようにすることを目ざし
ている。
一　日本国憲法の理解について
日本国憲法は分かりにくいといわれることがある。その原因を考えてみたい。
日本国憲法における国の仕組み
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① 日本国憲法というと、第九条といわれるように第九条をめぐる議論だけが突出してな
され、それ以外がかすんでしまっているように思われる。第九条は戦争を放棄し、戦力
を持たず、国の交戦権を認めないという世界の憲法史上めずらしい規定である。現実の
複雑極まりない、国際、国内情勢の中にあって、この規定と国家の存立、運営、国民生
活の関係について議論が百出し、また規定の存廃、改正について激しく論じられること
は当然である。しかし、ただ第九条是か非かが、すぐに日本国憲法全体の是か非かとし
て論じられ過ぎているように思われる。日本国憲法の理解が、第九条をめぐる議論だけ
となり、そして第九条をめぐる議論は確かに難しいことがあるために、憲法全体の理解
が難しいと思われるのである。
第九条については
イ）一切の戦闘行為を封じたものである。
ロ）自衛の為の措置は許されている。
の両論が対立している。
又、今後については
イ）この規定のまゝでよい
ロ）明確に自衛の為の措置が許されていることを記すべきである。
ハ）明確に戦闘行為が許され、軍隊が持てる規定にするべきである。
等の議論がなされ、各政党からも改正案も含めて提案されている。
さらに集団的自衛権は許されるか、日米安全保障条約との関係はどう理解するのか、
国際連合加盟国としての責任をどのように果たすのか等についての、多様な議論がなさ
れ、ますます議論を複雑にし、一見理解が非常に難しいように思われているのではない
かと思われる。
② 日本国憲法を教えるにあたって、憲法の前文を重視して、前文を暗記させるようなこ
とも行われている。確かに憲法の前文は崇高な国際協調の精神を述べているが、日本文
としては分かりにくく、これを暗記することはかなり困難である。中学、高校の教育に
おいて、憲法の教育が前文の教育に重点が置かれ、さらに穴埋め問題によって理解を確
かめ、採点される至っては、憲法の学習、理解が恐怖と嫌悪に変わることもあるのであ
る。前文は前文として、その精神を汲み取り、やはり具体的に第一条以下の理解、学習
に入るべきである。憲法を法規として理解すべきである。
③ 日本国憲法の特色として、人権を重視して論じられることが多い。日本国憲法は基本
的人権の尊重を一つの柱としており、人権を重視することは全く正しいことである。し
かし、人権は人の権利という意味であるが、ここにいう権利については、その定義、意
味するところが多様になされている。法律学において権利という概念は最も基本となる、
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基礎的な概念であるが、権利とは何かという問に対しては法律学者、法律家それぞれに
異なると言ってもよい状況がある。私は「確定された利益範囲」と定義している。
さらに人権は人の権利であるが、ここにいう人は国籍等を考えた場合に、どのような
範囲の人を念頭に置いているのかについて様々な問題、議論が生じてきている。
④ 日本国憲法は君主を存立させている立憲君主制をとっている。天皇は象徴とされる。
又、国民主権も明確に採用している。日本国憲法の全体像は、君主制の存立と国民主権
の徹底との調和、調整に腐心した結果である。しかし、論者によっては国民主権を強調
するあまり、天皇の記述において憲法が予定している天皇の地位、位置づけの正しい理
解が困難な場合もある。天皇の条項を軽視又は無視する記述も見られる。このことも日
本国憲法の理解を困難にしている要因と思われる。1
二　日本国憲法の条文の構成
日本国憲法には目次がついている。2
目　次
第一章　　天皇（一条　～　八条)
第二章　　戦争の放棄（ 九条　）
第三章　　国民の権利及び義務（一０条　～　四０条）
第四章　　国会（四一条　～　六四条）
第五章　　内閣（六五条　～　七五条）
第六章　　司法（七六条　～　八二条）
第七章　　財政（八三条　～　九一条）
第八章　　地方自治（九二条　～　九五条）
第九章　　改正（ 九六条　）
第十章　　最高法規（九七条　～　九九条）
第十一章　補則（一００条　～　一０三条）
この目次に続いて次の文章がある。
「朕（ちん（天皇の自称））は、日本国民の総意に基いて、新日本建設の礎が、定まる
に至ったことを、深くよろこび、枢密顧問の諮詢（しじゅん）及び帝国憲法第七十三条に
よる帝国議会の議決を経た帝国憲法の改正を裁可し、ここにこれを公布せしめる。」
続いて、内閣総理大臣兼外務大臣　吉田茂、国務大臣　幣原喜重郎、司法大臣　木村篤
太郎、内務大臣　木村清一、文部大臣　田中耕太郎、農林大臣　和田博雄、国務大臣　斉
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藤隆夫、逓信大臣　一松定吉、商工大臣　星島二郎、厚生大臣　河合良成、国務大臣　植
原悦二郎、運輸大臣　平塚常次郎、大蔵大臣　石橋湛山、国務大臣　金森徳次郎、国務大
臣　膳（かしわ）桂之助　の名前が記され、前文があり、第一章天皇第一条（天皇の地
位・国民主権）となっている。
三　日本国憲法における国の仕組み
日本国憲法における国の仕組みを図示すると以下のようになると考えられる。
１　国民主権
主権（国を治める力）が国民にあることは第一条に「主権の存する日本国民」と明記さ
れている。
２　象徴天皇制　
天皇は象徴であることが第一条に明記されている。「天皇は日本国の象徴であり日本国
民統合の象徴であって、」
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３　国民による象徴天皇制の承認
第一条「この地位は、主権の存する日本国民の総意に基づく。」
４　戦力の不保持
第九条二項「陸海空軍その他の戦力を保持しない。」
５　国会が国権の最高機関
第四一条「国会は国権の最高機関であって、」
６　国会の両院制（二院制）
第四二条「国会は、衆議院及び参議院の両議院でこれを構成する。」
７　国会議員の国民による選出
第四三条一項「両議院は、全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する。
８　国会は唯一の立法機関
第四一条「国の唯一の立法機関である。」
９　議院内閣制
第六七条一項「内閣総理大臣は、国会議員の中から国会の議決で、これを指名する。」
第六条一項「天皇は、国会の指名に基づいて、内閣総理大臣を任命する。」
第六六条一項「内閣は、法律の定めるところにより、その首長たる内閣総理大臣及びそ
の他の国務大臣でこれを組織する。」
第六八条一項「内閣総理大臣は、国務大臣を任命する。但し、その過半数は、国会議員
の中から選ばれなければならない。」
10 内閣が行政を行う。第六五条「行政権は、内閣に属する。」
11 司法権の独立
第七六条一項「すべて司法権は、最高裁判所及び法律の定めるところにより設置する下
級裁判所に属する。」
12 特別裁判所の禁止
第七六条二項「特別裁判所は、これを設置することができない。」
13 最高裁判所の構成
第七九条一項「最高裁判所は、その長たる裁判官及び法律の定める員数のその他の裁判
官でこれを構成し、その長たる裁判官以外の裁判官は、内閣でこれを任命する。」第六条
二項「天皇は、内閣の指名に基づいて、最高裁判所の長たる裁判官を任命する。」
14 最高裁判所裁判官の国民審査　
第七九条二項「最高裁判所の裁判官の任命はその任命後初めて行はれる衆議院議員総選
挙の際国民の審査に付し、その後十年を経過した後初めて行はれる衆議院議員総選挙の際
更に審査に付し、その後も同様とする。」
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第七九条三項「前項の場合において、投票者の多数が裁判官の罷免を可とするときは、
その裁判官は、罷免される。」
15 違憲審査制
第八一条「最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかしない
かを決定する権限を有する終審裁判所である。」
16 地方自治
第九三条一項「地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議
会を設置する。」
第九三条二項「地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、
その地方公共団体の住民が、直接これを選挙する。」
第九四条「地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権
能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。」
次に詳しく見てみよう。
１　象徴天皇制と戦争放棄、戦力の不保持
大日本帝国憲法においては天皇に主権があり、天皇が統治する国の形が「国体」といわ
れ、絶対的に擁護すべきものとされた。「国体護持」は至上命令であった。日中戦争から
太平洋戦争を経て、昭和二十年七月にポツダム宣言によって降伏勧告された時に、日本政
府は「国体は護持されるか」何度も尋ねている。しかし明確な回答がないまゝに、八月十
五日にポツダム宣言受託を公表して戦争は終わった。日本国内においては、天皇制廃止を
主張していたのは、大正時代以降共産党だけであった。治安維持法は国体の否定に対して
死刑を持ってのぞんでいた。日本国内においては民主々義的主張をする勢力であってもい
わば「天皇様には弓を引かない」一線があった。つまり正確に言うならば、天皇専制、あ
るいは天皇親政の国体護持の勢力、民主々義を目ざすが国体を容認する勢力、国体を否定
する勢力があった。戦争に勝利した連合国側にあっては、天皇をイタリアのムッソリーニ、
ドイツのヒトラーと同一視している国が多かった。戦争犯罪人の筆頭に位置づけている国
も多かった。またソ連は当時の共産主義運動からして当然に君主制、天皇制の廃止を主張
していた。そのような状況の中にあって、連合国総司令官マッカーサーは、個人的な天皇
に対する親しみと、天皇が日本国民に対して持つ絶大な影響力を考えて、天皇制の存続、
天皇の退位の阻止、戦争犯罪人の拒否を主張した。
昭和二十年秋から二一年春にかけての憲法改正作業の過程において、日本政府の最大の
関心は「国体は護持されるか否か」であった。日本側が作成した憲法改正案が、天皇の位
置づけについては大日本帝国憲法とあまり違わないものであったので、占領軍総司令部は
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独自の案を作成して幣原（しではら）内閣に提示した。それは、日本国内に従来からあっ
た、民主々義を目ざすが天皇制を容認する勢力の主張、憲法草案に注目し、連動しようと
するものであった。マッカーサーはポツダム宣言にある「民主々義的傾向の復活強化」と
天皇制を共存させようとしたのであった。それは、大日本帝国憲法の土台となっていた国
体護持と異なることは当然であるが、国体、天皇制の否定とも対立するものである。ソ連
は天皇制を否定し、日本における革命を進めようとした。ところで、ここで、歴史の謎と
いわれることがおこった。日本共産党の野坂参三が天皇制廃止に反対したのである。もし
ここで徹底的に廃止を主張したならば、当時の状況からして天皇制の廃止が現実になって
いたかとも言われるが、廃止を貫かなかった。後に野坂参三は様々な理由で日本共産党を
除名されている。天皇制廃止を主張したが故に多くの犠牲を払った日本共産党であったが、
戦後は混迷したのである。
マッカーサーが幣原首相に提示した憲法草案では、天皇制は存続させるが、天皇は主権
は持たず象徴とされ、また戦力は持たないというものであった。
明治維新以後、急激に軍事的強国になった日本は、天皇に対する絶対的忠誠と強大な軍
事力を二本の柱としていた。連合国側としては、再び日本が軍事強国になることを強く警
戒した。天皇制と軍事力の二つが結びつくと強力な軍事国家になると考えた。天皇制の存
続か、軍隊の保持か、どちらか一つの選択を幣原首相にせまった。3 民主々義、平和を望
むが、天皇制の存続も願う幣原は、軍隊の不保持を認めたのである。
このようないきさつからすると、日本国憲法第一章天皇と第二章戦争の放棄は一体であ
る。あるいは分かりやすい言葉で言うならばワンセットである。
現在憲法改正論議で「普通の国になりたい」即ち軍隊を持ちたいと言われるが、天皇制
を維持したまゝでは無理であるかも分からない。戦争の記憶がうすれない各国においては、
日本が天皇制と軍隊の双方を持つことに対して警戒的である。
国の防衛が緊急に必要になってきている現在、天皇制を廃止して軍隊を持てるようにす
るという論も一つ立てることができるであろう。
２　議院内閣制
国の仕組みを考える場合に、国には国会とか内閣とか裁判所とかの機関があるというと
ころから出発すると分かりやすいと思う。日本国憲法では第四章国会、第五章内閣となっ
ていて、例えば、立法権とか行政権とかという用語が章題とはなっていない。第六章は司
法となっているが、最高裁判所と下級裁判所を合わせた司法機関を指していると共に、そ
こで取り扱う司法権も合わせて指していると考えられる。近代国家は国の権力を三つに分
けて立法権、行政権、司法権とする。その三権を行う機関は何々であるという順序に考え
日本国憲法における国の仕組み
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るよりも、国の機関には何々があり、それぞれの機関は何々を行うという順序で考えた方
が分かりやすいと思う。
国会は主たる任務として次のことを行う。
１　内閣総理大臣を任命する。（第六七条）
２　法律を制定する。（第四一条）
３　予算を審議する。（第六０条）
４　条約の承認を行う。（第六一条）
５　国政に関する調査を行う。（第六二条）
６　裁判官の弾劾裁判を行う。（第六四条）
国会は立法機関であることは確かであるが立法だけをしているのではない。特に重要な
ことは内閣総理大臣を指名するという重大な任務を負っているということである。
内閣の成立と構成を見てみよう。
第六七条一項　内閣総理大臣は、国会議員の中から国会の議決で、これを指名する。この
指名は、他のすべての案件に先だって、これを行ふ。
この条文は日本国憲法の中では最も重要なものと言ってよい。もう一度確認する。
１ 日本における最高の権力者である内閣総理大臣は国会議員（衆議院議員又は参議院
議員）の中から選ばれる。
２　内閣総理大臣は国会が議決して選ぶ。
３　１，２によって国会が指名する。
４　指名はすべての案件に優先して行われる。
第六条一項　天皇は、国会の指名に基づいて、内閣総理大臣を任命する。
主権を持つ国民が選挙で選出した国会議員によって構成される国会が、国会議員の中か
ら指名した内閣総理大臣を政治的権限は一切持たない象徴である天皇が任命するという構
造である。
第六八条一項　内閣総理大臣は、国務大臣を任命する。但し、その過半数は、国会議員の
中から選ばれなければならない。
第六六条一項　内閣は、法律の定めるところによりその首長たる内閣総理大臣及びその他
の国務大臣でこれを組織する。
第六六条二項　内閣総理大臣その他の国務大臣は文民でなければならない。
この二つの条文は具体的な内閣の構成を述べている。
１　内閣は内閣総理大臣とその他の国務大臣とから成る。
２　国務大臣は内閣総理大臣が任命する。
３ 国務大臣の過半数は国会議員から選ばれなければならない。（図においては近年の
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衆議院議員、参議院議員、国会議員でない人からの任命の数のおおよその傾向にもと
づいている。）
４ 文民でなければならない。文民とは軍人を除いた人達である。大日本帝国憲法のも
とでの内閣においては軍人の総理大臣、大臣が多く存在した。その反省の上に規定さ
れた。
このようにして、図に示したように国会の中から主として国会議員によって内閣が組織
される。内閣は以下の条文にある通り、行政を行う。
第六五条　行政権は、内閣に属する。
第七三条　内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。
一　法律を誠実に執行し、国務を総理すること。
二　外交関係を処理すること。
三 条約を締結すること。但し、事前に、時宜によっては事後に、国会の承認を経るこ
とを必要とする。
四　法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。
五　予算を作成して国会に提出すること。
六 この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。但し、政令には、
特にその法律の委任がある場合を除いては、罰則を設けることができない。
七　大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定すること。
日本における最高権力者である内閣総理大臣は国会議員の中から選ばれ、内閣は主とし
て国会議員によって構成される。その内閣が具体的な内政、外交を行うのである。このよ
うな仕組みは議院内閣制といわれる。イギリスにおける長い伝統の中で成立してきた制度
である。我が国はイギリスのこの議院内閣制に学ぶことが多かった。議院内閣制は政治を
担当する総理大臣（首相）を直接国民が選ぶのではなく、国民によって選挙された国会議
員によって構成された議院（国会）が選ぶのである。従って間接民主々義といわれる。近
年首相公選論が主張された。中曽根元首相、小泉前首相は首相公選論者として知られる。
行政の担当者である首相は直接国民によって選ばれた方がよいという考え方である。アメ
リカ合衆国の大統領によって代表される大統領直接選挙方式が理想とされるのであろう。
しかし、議院内閣制の長所はどこにあるのだろうか。
１ 議員が国政の中心であることを維持することである。国民が主権者であるが、国民
の数が多い場合には直接国政を行うことは不可能である。国民は自らの代表を送り出
して、自らに代わって政治を行ってもらう。この議員こそが一番大事であり、中心で
あるべきであるという考えがある。特に小選挙区制を取る場合に、議員の人間性も含
日本国憲法における国の仕組み
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めて、身近でよく見える。能力、識見、も含めて具体的によく見える人物を代表とし
て送り出し、そしてその議員の中から総理大臣を選び、多くの大臣を選ぶ。こうして
組織した内閣に政治を行わせるのである。総理大臣、又は過半数の大臣が、議員とし
て常に選挙の洗礼を受ける。こうして権力を得た人物が、国民から遊離することを防
ごうとするのである。
２ しかし、１に述べた長所は短所ともなる。議員は常に選挙を意識しなければならな
いし、選挙区も国民全体でない場合が多い。民意を反映する反面、長期的な政策が行
いにくいのである。
３ 議院内閣制は、君主制の残存しているイギリスと日本で存在している。君主制の残
存していることと議院内閣制が存在することがどのような関係にあるのかについて筆
者は深く考察したことはなかった。首相公選制は当然憲法改正をしなければ実現しな
いのであるが、従来の首相公選の主張は天皇、国会を含めて全体の仕組みがどのよう
に変わるのか明確でなかったようにおもわれる。4
行政を担う人、組織をどのようにして選出するかは国の仕組みを考える場合に非常
に重要なことである。常に繰り返し議論、検討され、必要であるならば憲法改正の課
題として取り組まなければならないであろう。
３　司法権の完全独立
大日本帝国憲法においては現在の最高裁判所にあたる大審院は司法省のもとに置かれて
いた。また天皇の名に於いて裁判が行われた。これに対して日本国憲法においては抜本的
に画期的な変革が行われた。
最高裁判所が設けられ、その長である裁判官は天皇が直接任命することとなった。この
最高裁判所は国会、内閣その他の行政機関から完全に独立して裁判を行う。高等裁判所、
地方裁判所等の下級裁判所に対して最終の裁判所である。そして、
第八一条　最高裁判所は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に適合するかしないか
を決定する権限を有する終審裁判所である。
違憲立法審査権あるいは違憲立法審査制などと呼ばれているものである。国会での立法が
憲法に照らして適合しているかどうかを決める権限が与えられ持っているということは、
国会と比べてどちらが上ということはできない、全く対等であると考えられ、図のごとく
表した。
さらに画期的な制度が行われている。
第七九条第二項　最高裁判所の裁判官の任命は、その任命後初めて行はれる衆議院議員総
選挙の際国民の審査に付し、その後十年を経過した後初めて行はれる衆議院議員総選挙
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の際更に審査に付し、その後も同様とする。
第七九条第三項　前項の場合において、投票者の多数が裁判官の罷免を可とするときは、
その裁判官は罷免される。
国民が国の主人公であるという主権在民、国民主権の考え方は、一つには国会の議員を
選挙で選ぶことによって具体化されているが、さらにもう一つは、最高裁判所の裁判官に
対して直接罷免の可否を判断することができるという形で実現している。現実には、最高
裁判所裁判官についての知識が十分に得られないことから判断にとまどう国民が多い。こ
れまで罷免された裁判官はいない。しかし、この制度は、いわば司法権を直接国民の監視
下に置くことであり、究極の民主々義といえる。
ところで、以上の仕組みに大きな問題点がある。
１ 裁判官の指名、任命がことごとく内閣によってなされることである。
第六条第二項　天皇は、内閣の指名に基づいて最高裁判所の長たる裁判官を任命す
る。
第七九条第一項　最高裁判所は、その長たる裁判官及び法律の定める員数のその他
の裁判官でこれを構成し、その長たる裁判官以外の裁判官は、内閣でこれを任命
する。
第八０条第一項　下級裁判所の裁判官は、最高裁判所の指名した者の名簿によって、
内角でこれを任命する。その裁判官は、任期を十年とし、再任されることができ
る。
但し、法律の定める年齢に達した時には退官する。
日本の具体的な政治が自由民主党の単独あるいは連立による長期政権が続いたこと
によって、果たして公平、中立な裁判所が維持できたかは疑問である。何らかの制度
的欠陥が内在しているものと考えて憲法改正上の議題とすべきものと考えられる。
２ 下級裁判所の裁判官が、いわゆる職業裁判官だけであり、国民の生活感覚、意識か
らずれてしまうことが多いのではないかとの疑問がもたれてきた。従来、司法試験に
合格し、研修所を経て任官した後は定年に至るまで裁判官を続けるのである。途中で
弁護士になるとか、民間の社会人の生活を行うということがない。確かに最高裁判所
の裁判官は裁判官の経歴の人だけではなく弁護士あるいは外交官、行政官、学者、検
事などがなるのであるが、高等裁判所、地方裁判所などの下級裁判所の裁判官は定年
に至るまで職業として裁判官を続けるのである。身分が保障された公務員として給料
生活を続け、公平中立を保つために社会の様々なできごとには加わらない。一国民と
して、一市民としての日常生活も果たして充分になされているのか疑問が持たれるこ
ととなった。司法制度改革において、豊かな教養、人間性を持った法律家（法曹）の
日本国憲法における国の仕組み
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養成、そして国民の裁判への参加が検討された。前者が法科大学院の創設と司法試験
の改革であり、後者が、地方裁判所の重大な刑事事件の裁判への裁判員としての国民
の参加である。法科大学院及び新しい司法試験については最初の卒業生、最初の合格
者が出たところであり、その成否はこれからの動きを見なければならない。裁判員制
度については、実施に向けて準備中であるが、国民の間には疑問、不安が多い。5
裁判員制度は、具体的な裁判に直接国民が参加するということで画期的である。し
かし上記参照論文で指摘した通り、死刑の選択もある重大な刑事々件に参加すること、
国民の間における法教育が十分でないこと等から予定通りの実施には無理があると思
われる。
３ 司法が立法、行政から完全独立し、民主々義が貫徹することは国民の幸せの実現の
ためにも重要である。旧憲法のもとで、大逆事件、治安維持法事件、横浜事件、ある
いはその他多くの冤罪事件に対する反省から現憲法では上記の如く制度が作られた。
しかし振り返ってみるならば、これらに見合う「法についての教育」（法教育）が体
系的、組織的、全国民的になされてきたかについては疑問である。
学校教育においても小学校以来の道徳の教育において法について触れることは少な
い。社会科系統においても憲法、労働基準法、民法の親族法の一部等が教えられるが、
高等学校卒業までにおいて、民法、刑法の基礎的知識が教えられることはない。ただ
商業課程における商業法規は例外であって、詳しい法教育がなされる。高等学校卒業
生が同世代の10割に近い現在、中学、高校を通して体系的に法教育に取り組むならば、
国民の法についての知識は飛躍的に高まり、司法における民主々義が進み、国民生活
において豊かな幸せをもたらすことになると思う。公民館を通じた生涯教育も大切で
ある。高校における「政治・経済」を「法・政治・経済」にしてはどうであろうか。
３　地方自治
地方公共団体（地方自治体）（都道府県．市町村）が国に対して、自治権を持つという
考え方、仕組みは、日本国憲法において出現し、実現したものである。大日本帝国憲法に
おいては、考え方としてないのであり、また憲法上の規定もなかった。旧憲法にあっては、
強力な中央集権が原則であり、具体的には、内務省の官吏が各都道府県知事に赴任し、転
勤した。（官選知事）
日本国憲法においては第八章地方自治がある。
第九二条　地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律
でこれを定める。
地方自治法
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第一条　この法律は、地方自治の本旨に基いて、地方公共団体の区分並びに地方公共団体
の組織及び運営に関する事項の大綱を定め、併せて国と地方公共団体との間の基本的関
係を確立することにより、地方公共団体における民主的にして能率的な行政の確保を図
るとともに、地方公共団体の健全な発達を保障することを目的とする。
第一条の二第一項　地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域に
おける行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。
第一条の二第二項　国は、前項の規定の趣旨を達成するため、国においては国際社会にお
ける国家としての存立にかかわる事務、全国的に統一して定めることが望ましい国民の
諸活動若しくは地方自治に関する基本的な準則に関する事務又は全国的な規模で若しく
は全国的な視点に立って行わなければならない施策及び事業の実施その他の国が本来果
たすべき役割を重点的に担い、住民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆだねる
ことを基本として、地方公共団体との間で適切に役割を分担するとともに、地方公共団
体に関する制度の策定及び施策の実施に当たって、地方公共団体の自主性及び自立性が
十分に発揮されるようにしなければならない。
第一条の三第一項　地方公共団体は、普通地方公共団体及び特別地方公共団体とする。
第一条の三第二項　普通地方公共団体は、都道府県及び市町村とする。
第一条の三第三項　特別地方公共団体は、特別区、地方公共団体の組合、財産区及び地方
開発事業団とする。
第九三条第一項　地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議
会を設置する。
第九三条第二項　地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、
その地方公共団体の住民が、直接これを選挙する。
第九四条　地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能
を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。
第九五条　一の地方公共団体のみに適用される特別法は、法律の定めるところにより、そ
の地方公共団体の住民の投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、これを
制定することができない。
日本国憲法で新設された地方自治の規定及び関連する地方自治法の規定を記した。地方
自治の本旨ということばが何を指すのかをめぐって争いが絶えないが、地方自治法第一条、
第一条の二によって、明確にされていると思われる。しかし、国は地方公共団体の都道府
県を単位とする連邦制のようなものとして構想されているかといわれればそうではないで
あろう。どの程度、国と地方公共団体が独立しあっているのか、予定されているのかとい
うことは未知の点が多いと思われる。そこに「地方自治の本旨」をめぐる争いがある。
日本国憲法における国の仕組み
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地方自治の問題点を列記してみる。
１ 国と地方公共団体との関係において権限移譲が議論されている。全国知事会を先頭
として都道府県が国に対して自主性を拡大しようとする要望が強い。そのために税源
の移譲をもとめている。事務内容について福祉関係が大巾に市町村に移された。
２ 自主性の拡大、尊重と共に地方公共団体の独立採算が求められている。本来全国
様々な条件の中にあっても日本人として平等な生活の基礎が確保されるべきである
が、またそれぞれの地域の努力の結果、格差が生じても仕方がないという考え方があ
る。いわゆる小泉改革の中で、全てにわたって独立採算が導入される中で、地方公共
団体の中では赤字に苦しむところが増えてきている。いかなる事態の中でも平等を保
障するということは不可能であるが、様々な地理的、産業的条件を無視して独立採算
制を推し進めることは国民生活を破壊に導くものである。
３ 道州制の導入が検討されている。現在の四十七都道府県は交通通信が発達した現在
細かく分かれすぎているとされる。また地方分権を進めようとする場合、地方公共団
体の広域化が必要であるとされる。必要性を認める人は多く、世論も好意的だが、具
体的な地域設定、都道府県の組み合わせになると全国民が納得する案にはたどりつい
てはいないように思われる。とくに新潟県がどの地域に位置づけられるのか一番困難
な問題であるように思われる。
４ 市町村合併が推し進められた。権限、事務内容の移譲、特に介護保険制の施行に伴
って、介護、福祉関係の事務内容を担っていくについては小規模では無理があるとさ
れ、平成の大合併といわれる市町村合併が現実のものとなった。国民主権の理想は、
住民自治の徹底にたどりつくのであるが、市町村の規模の問題は難しい問題である。
絶対に合併を拒否して従来の伝統的な地域における生活、文化を続けていこうとする
市町村も多くある。一方では医療、防災、福祉、教育等小規模では担い切れないと判
断し、また過疎に悩んで合併に動いた市町村も多い。それぞれ苦悩の判断にもとづく
ものであり、住民が幸せになることが目標であるのであるから、独立採算によって困
難な事態に陥った場合には様々な選択の可能性を支援するべきであると思われる。
５ 現在の地方自治をめぐる最大の困難な問題は、大都市圏とそれ以外の経済格差が広
がり、大都市圏以外の地方自治が疲弊していることにある。交通、通信の発達による
過度の集中がもたらしていることと思われるが、日本全体のバランスある発展、生活
が望まれる。
６ テロ等に対処するための国民保護法制において地方自治体の自主性がどこまで制約
されるかという新しい問題が起きている。
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おわりに
日本国憲法は2007年（平成19年）５月３日で施行後60年をむかえる。この間、戦争の傷
跡から立ち直り、経済が発展し、戦争はなく、長寿が実現した。日本国憲法をもう一度良
く理解し、よい点は継承し、悪い点は改めなければならない。本稿がその一助になれば幸
いである。
注１　佐藤孝治『憲法［第三版］』 青林書院　1999
目次の主な項目を記す。
第一編　憲法の基本観念と日本憲法の展開
第二編　国民主権と政治制度
第一章　国民
第二章　国会
第三章　内閣
第四章　天皇
第五章　地方の政治制度
第三編　裁判所と憲法訴訟
第一章　裁判所
第二章　憲法訴訟
第四編　基本的人権の保障
第一章　基本的人権の保障
第二章　包括的基本権
第三章　消極的権利
第四章　積極的権利
第五章　能動的権利
第五編　平和主義
初宿正典、大沢秀介、高橋正俊、常本照樹、高井裕之編著『目で見る憲法［第２版］』 有斐閣
2004
目次の主な項目を記す。
PARTⅠ　日本国憲法の誕生とその基本原理
PARTⅡ　人としての基本的権利
PARTⅢ　民主政治のしくみ
①　立法
②　行政
③　司法
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④　天皇
⑤　財政
⑥　地方自治
⑦　憲法改正
注２　奥田昌道他編集『岩波コンパクト六法（2007年版）』岩波書店　2006
注３　幣原喜重郎については
服部龍二　『幣原喜重郎と二十世紀の日本』 有斐閣　2006
注４　小泉内閣発足当初、当時の佐々木東大学長を座長として首相公選制を考える会が作られ審議され
たが、その後立ち消えとなっている。
注５　馬場昭夫「裁判員制度の発足と刑事裁判の危機」『新潟経営大学紀要』第12号　2006年　参照
－ －164
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